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研究の全体概要 

2018 年 5 月に閣議決定された第五次環境基本計画において、地域循環共生圏を構築することによっ

て地域間の連携により様々な環境・社会・経済の問題の同時解決が志向されている。地域循環共生圏の

理念においては、異なる特色をもった複数の地域単位が連携や交流を通じて、人材、貨幣、資源、財、

サービス、情報等の様々な要素を地域間で多方向に流動させ、これによりいずれの地域においても環

境・社会・経済の各側面に良い効果をもたらすことが目指される。持続可能な社会を目指して、環境の

諸課題のみならず雇用・消費・財政等の経済面の課題、少子高齢化対応や人口維持等の社会面の課題を

適切な地域範囲によって同時に解決していくことの必要性が同計画に示されたものといえる。本研究で

は地域循環共生圏の理念を活用した効果的な地域施策・事業の立案を支援するための基礎的な研究とし

て、理念に関連する主体や指標等を整理して理念を具体化・一般化し、様々な取組をこれに当てはめて

理解できる理論を整備し、これを応用して地域循環共生圏構築による効果の定量的な推計手法を開発す

ることを目的とする。 
目的を達成するため、本研究においては、地域循環共生圏の理念を具体的な要素と効果の指標体系・

勘定表によって表現し、社会全体と個別事業による効果の定量化手法を開発することで、地域循環共生

圏の考え方を様々な施策の立案において具体的に応用するための手法を開発する。まず地域循環共生圏

に関連する主体、活動、効果、指標等の要素を整理し、それらの関係をシステムとして示す。各地域の

公的主体、住民、事業者等の「主体」が地域課題を解決するための様々な「活動」を行うことで、環境・

経済・社会の様々な「効果（地域循環共生効果と呼ぶ）」が発生し、これを各種の「指標」で計測され

るものと捉え、それらの関係を構造化し、かつ要素の具体的な内容を示すことで、理念を具体化し、様々

な地域や事業に適用可能な一般的な枠組みを構築する。そのもとで主体の活動水準や効果の指標とそれ

らの関係を定量的に表現する勘定表体系を開発する。次に、構築した枠組みにもとづき、事業等の効果

を事前的に定量化する将来推計手法を開発する。地域循環共生圏の効果は時間とともに様々に波及して

発生することが考えられるため、先行研究で開発された地域統合評価モデルを応用し、地域循環共生圏

と地域循環共生効果の数値モデルによる推計手法を開発する。一方で、具体的な個別事業の効果分析の

ため、地域付加価値分析を応用して、事業ないし活動のキャッシュフローから、事業そのものの付加価

値を定量的に評価するとともに、評価対象の事業に関連する産業で生じる付加価値を推計する手法を開

発する。先行研究において再生可能エネルギー技術の地域の購買力向上効果について開発されてきた手

法を拡張し、循環共生の点から重要・有望と考えられる他の事業・効果も分析可能な手法を開発する。

最後に開発した手法を対象地域において適用する。情報を収集して情報体系を作成し、数値モデルを実

装し、将来シナリオを構築して循環共生効果推計の例を示す。計画ないし実施されている事業の情報を

取り入れ、圏内の地域間関係に留意して、その将来にわたる効果を示す。 
以上の内容を実行することで、持続可能社会を地域から構築するための理論・勘定および指標体系・

評価手法を開発し、地域における施策・事業の立案と地域間連携の促進に寄与することを目指す。 
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社会的
背景

• 第五次環境基本計画「地域循環共生圏」
• 気候変動適応法・地域適応センター、連携中枢都市圏、
国土形成計画「コンパクト＋ネットワーク」、持続可能な開発
目標（SDGs）

• 理念に関連する主体や指標等を整理して理念を具体化・一般化
• 様々な取組を当てはめて理解できる理論を整備
• 地域循環共生圏構築による効果の推計手法を開発

目的
理念を活用した効果
的な地域施策・事業
の立案・評価を支援

内容
基礎理論の整備及び指標と社会全体を評価する手法の開発(サブテーマ1）と、具体的事業の
効果を評価する手法の開発（サブテーマ２）とを行い、対象地域（福島県新地町、郡山市、
京都市を予定）に適用する。

多分野の問題
解決と地域間
協力の必要性

理念が幅広く
抽象的で活
用に課題

サブテーマ１
地域循環共生効果の定量的分析・推計
手法の開発 (国立環境研究所)

サブテーマ２
具体的事業の地域循環共生効果の評価
手法の開発（京都大学)

1-1 地域循環共生圏の評価指標構築

1-2 数値モデル開発と将来シナリオの構築

共生圏概念
の具体化

循環共生
効果の指標

対象地域の
現状評価

地域統合
評価モデル

将来シナリオ
構築手順

対象地域
での適用

2-1 個別事業の効果評価手法の開発

考慮する
効果指標

価値連鎖分析
手法の拡張

事例収集・
分析

2-2 具体例にもとづく循環共生効果の評価

対象事業の
選定

手法の適用
・効果評価

分析手法の
課題

フィードバック

サブテーマリーダー：五味馨（研究代表者）
分担者：藤田壮、大場真、戸川卓哉

社会全体
を評価 サブテーマリーダー：中川琢夫

協力者：(立命館大学)ラウパッハ・スミヤ・ヨーク

個別の事業
を評価

期待される成果

• 構造化され操作性に優れた基礎理論と、循環共
生の勘定体系・指標体系

• 地域間の連携、多様な効果を対象として施策・
事業を評価する手法

• 地域循環共生圏としての将来発展シナリオの構
築手法

• 枠組に様々な事業をあてはめて地域循環共生圏の
取組として位置付ける基礎を提供

• 効果評価手法を計画策定、施策・事業の立案・評
価に活用することで効果的な取組を支援

• 異なる地域資源・地域特性をもつ地域間の協力・連
携を促進

構造化された
枠組み

把握可能な
勘定体系

既存の手法
を拡張

実地域での
例を示す

学術的な成果 行政への貢献


